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情報通信研究機構（NICT）で生成されている日本標
準時は様々な方法で広く日本国中に供給され非常に多
くの方々に利用されており、現代社会では標準時は高
い信頼性と精度の両方が要求される社会インフラのひ
とつと言うことができる。もし、自然災害等により日
本標準時が止まる、あるいは間違った時刻を配信した
場合、社会に計り知れない影響を及ぼすであろうこと
は容易に想像できる。幸いにも、これまで NICT が
生成している日本標準時が止まったことはなく、また
途切れることなくその精度と信頼性を維持してきた。
しかし、2011 年に発生した東日本大震災の際は、標
準時システム自体に影響はなかったものの、福島の標
準電波送信所からの送信を長時間停止せざるを得ない
状況に陥ったことは、大きな教訓となった。
地震大国である日本においては、いつどこで被災す

るかを予測し完全な対策を施すのは容易ではない。日
本標準時は長年にわたり、NICT 本部（東京都小金井
市）に設置された日本標準時システムにより生成・供
給されてきたが [1]、一極集中型のシステム運用を分
散型にすることで、被災リスクを減らすことが期待で
きる。これが日本標準時分散化（分散構築）の最大の
目的である。さらに日本標準時の分散化は、システム
の拡張性（分散局の追加）・運用の柔軟性（複数の分散
局を独立でも統合しても運用可能）においてもメリッ
トが期待できる。
NICT時空標準研究室では、日本標準時の更なる信
頼性と精度の向上を目的に、日本標準時分散化の研究
開発を進めている。本稿では、2で日本標準時分散化
の目的及び概要、3で標準時分散化の研究開発につい
て、4で分散化の要となる神戸副局について紹介する。
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日本標準時を生成・供給している情報通信研究機構（NICT）時空標準研究室では日本標準時の更
なる高度化を目的に、日本標準時分散化の研究開発を進めている。標準時分散化は標準時生成・
供給に関するシステムを日本各地に分散化することで、標準時の信頼性と精度の向上を目指すも
のである。これまで、神戸にある NICT 未来 ICT 研究所に神戸副局を整備し、分散化に必要とな
る要素技術の開発を進めてきた。神戸副局は 2018 年 6 月に正式運用を開始、これにより現用シ
ステムがある東京で標準時の生成や供給ができない場合でも神戸から供給できる体制が整い、標
準時の信頼性向上を実現させた。現在、次のステップとして精度の向上を目指し、分散化に適し
た時系生成アルゴリズムの研究や、遠隔地への高精度時刻周波数供給の研究開発を進めている。

NICT has been performing research and development of decentralization of Japan Standard 
Time for the purpose of the further advancement. Decentralization of JST aims at ensuring reliabil-
ity and preciseness of the standard time through decentralization of system relating generation 
and supply. We have been developing technology necessary for decentralization of JST and es-
tablished Kobe Sub-station in Advanced ICT Research Institute in Kobe. Kobe Sub-station started 
formal operation in June 2018. That increased reliability of JST system by implementing a backup 
system for the case where generation or supply of the standard time cannot be performed in 
Tokyo. As a next step, we are developing a new time scale algorithm for JST decentralization 
system and improving the precision of time frequency supply to a remote place.
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	 標準時分散化の概要と目的

分散化の対象となる標準時システムとは、日本標準
時を発生・維持し、その時刻を様々な方法で供給する
各システムである。それらは時刻の基となる原子時計
群、標準時を発生させる標準時発生システム、原子時
計や生成時系の時刻差を計測する計測システム、遠隔
地の時刻差を計測する時刻比較システム、生成した時
刻を配る供給システム、これらのシステムに異常がな
いか監視する監視システム等から構成されている
[1][2]。4で述べる標準時分散化による神戸副局運用開
始前は、これら標準時システムは標準電波の送信を除
き、東京都小金井市にあるNICT 本部にのみ設置さ
れており（小金井本局と呼ぶ）、長時間の停電等小金
井本局の運用に重大な障害が生じた場合、日本標準時
生成の停止やその供給が止まるおそれがあった。
標準時分散化では、標準時システムに含まれる各シ
ステムを日本各地に分散化させ衛星等でリンクするこ
とがその技術開発の基本となる（図 1）。この際、単に
小金井本局のシステムをコピーするのではなく、分散
化の拠点となる各局に必要なシステムとその局に適し
た規模のシステムを設置し、局間の時刻比較リンクと
制御監視に使用するネットワークを構築・運用するこ
とで、日本標準時の信頼性と精度の向上を目指した。
運用は以下のプロセスとなる。
1.	複数の局に分散設置した原子時計を衛星仲介でリ
ンクする。
2.	集めた全時計のデータを各局が共有する。
3.	各局が独立に合成原子時を生成する。元データを
共有するのでほぼ同一の原子時系が生成される。
各合成原子時を相互比較することで異常判断にも
有用である。
4.	各局は、自局・他局いずれかの合成原子時を基に
標準時を出力する。通常は、小金井本局の生成す

る時系を日本標準時とする。
このシステムの構築により、次の 3点を実現させる
ことが標準時分散化の研究開発の目的となる。
（1）信頼性の向上
各地に設置された原子時計と標準時発生システムに
より、日本標準時に準じた時系を生成することが可能
となる。標準時の生成には原振としての原子時計のほ
かに長期安定度の良い複数台の原子時計により計算さ
れる合成原子時が必要になる。仮に小金井本局以外の
局においても複数台の原子時計があれば、小金井本局
と同じ手法により、独立した時系の生成が可能になる。
これにより、例えば小金井本局で自然災害等により標
準時生成ができなくなっても、別の局で標準時を生成
することで、連続かつ安定した標準時の維持が可能と
なり、標準時の信頼性が向上する。
（2）精度の向上
標準時発生システムにより生成される標準時の周波
数安定度は、短期は周波数参照（原振）の原子時計の、
長期は合成原子時の安定度に依存する。合成原子時は、
時系生成アルゴリズム [3] により計算で求められるが、
使用する原子時計の台数が増えるほどその安定度は向
上する。しかしながらこれまでの日本標準時システム
では小金井本局の原子時計のみが利用されていた。
標準時分散化では、時刻比較リンクにより各地に設
置されている原子時計間の時刻差を計測・計算できる
ことから、リンクに接続された全ての原子時計を合成
原子時計算に組み込むことが可能になる。これにより、
合成原子時の長期安定度が向上し、結果として日本標
準時の精度向上につながることになる。ただし、遠隔
地間の時計を合成するには、時刻比較リンク間の誤差
等を考慮し分散化に適した時系生成アルゴリズムが必
要になり、それらの研究開発が必須となる。
（3）日本標準時の供給拠点の拡張
前述したように、標準時発生システムを設置した局
では標準時に準じた時系の生成が可能になる。これら
の局では小金井本局が使用できないときのバックアッ
プとしてだけではなく、通常は日本標準時に非常に高
い精度で同期した時系としての使用や供給も可能とな
る。時刻比較リンクの精度や標準時発生システムにお
ける制御方法に依存するが、供給拠点が増えることで、
利便性や信頼性の向上が図られる。
標準時分散化は、小金井本局のコピー局を作成する
ことで万一の事態に備えるという単純なものではなく、
大元となる原子時計を分散させて設置し各局の原子時
計を利用することで、信頼性と精度の両方の向上を、
さらに新たな供給方法の開発を目的としている。
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図 1　標準時分散化のイメージ
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	 標準時分散化の研究開発

本章では、標準時分散化の実現に向けてこれまでに
実施したプロセス、これらから実施する研究開発につ
いて、項目ごとに説明する。

3.1	 分散局の整備
表 1に標準時分散化における各局の構成を示す。小
金井本部を本局とし、日本各地に分散化の拠点となる
分散局を整備した。現時点の分散局は、新たに整備し
た神戸副局と、既に原子時計が設置されていた 2つの
標準電波送信所局から構成されている。
（1）小金井本局
東京都小金井市にあるNICT 本部内に設置されて
いる、現用の日本標準時システムを、標準時分散化に
おける小金井本局とした。本局では、標準時発生シス
テム、供給システム等、全てのシステムから構成され
ており、各システムは以降構築する分散局の参考とさ
れている。通常は本局で生成する時刻を日本標準時と
し、国際時刻比較及び国内への供給サービスに使用す
る。
（2）神戸副局
小金井本局に準ずる標準時副局として、新たに、兵
庫県神戸市にあるNICT 未来 ICT 研究所内に標準時
神戸副局を開設した。規模としては本局よりやや小さ
いものの、本局とほぼ同じシステム構成となっており、
小金井本局から標準時が生成・供給できない場合は神
戸副局を現用とし標準時の生成・供給を開始する。詳
細は 4で述べる。
（3）おおたかどや山局、はがね山局（共に標準電波送
信所）
2つの標準電波送信所では、標準周波数及び標準時

の通報を目的とした電波を送信しているが [4]、その
基となるセシウム原子時計が複数台設置されている。
これら既存の原子時計を新たに標準時分散化に組み込

むべく、2つの送信所を標準時の分散局として使用で
きるように整備した。
NICT以外の国内の各機関においても、時系維持以
外を目的とした原子時計が設置されている。それらの
原子時計が標準時分散化に容易に参加できるようにす
ることも将来的な目標のひとつである。

3.2	 各局間の時刻比較リンク・データリンクの
構築

標準時分散化では、各局に設置された原子時計と各
局で生成した時系の全ての時刻差を知ることが最も重
要となる。すなわち、全原子時計間の時刻差を得るこ
とにより初めて、より精度の高い合成原子時が生成で
き、それが日本標準時の高精度化につながる。また、
全ての生成時系の時刻差を正確に計測することにより、
日本標準時に対するトレーサビリティが確保でき、各
局での時刻の信頼性向上につながる。そのためには、
（1）各局間の時刻差を比較する時刻比較リンクの構築、
（2）各局内の原子時計・時系の時刻差を計測する計測
システム、（3）これらのデータを集約するデータベー
ス、のそれぞれの構築が必要となる。
（1）については、GNSS（Global Navigation Satellite 
System）時刻比較方式 [5] 及び衛星双方向時刻比較
（TWSTFT: Two-Way Satellite Time and Frequency 
Transfer）方式 [6] を採用し、各拠点における基準時
系（局内の代表生成時系や、任意の原子時計等）間の
時刻差を定期的に計測する。各局で生成された時系は、
定期的に時刻比較リンクの校正を行うことによって、
そのトレーサビリティを確保している。小金井本局の
みの運用では、時計間の出力する信号を直接測定器で
計測可能なため、合成原子時の計算において測定系の
誤差を考慮する必要はなかった。しかし、時刻比較リ
ンクにより時計間の時刻差を算出する場合は、信号を
直接計測した場合の誤差に比べてリンク誤差は極めて
大きく、測定誤差を考慮した時系生成アルゴリズムの

3

局名 所在地 セシウム原子時計 水素メーザー 供給サービス

小金井本局 東京都小金井市 18 台 6 台

NTP
TEL-JJY
光 TEL-JJY
周波数校正
タイムビジネス

神戸副局 兵庫県神戸市 6台 2台 NTP
光 TEL-JJY

おおたかどや山送信所局 福島県田村市／
川内村 6台 － 標準電波

(40 kHz)

はがね山送信所局 佐賀県佐賀市／
福岡県糸島市 6台 － 標準電波

(60 kHz)
※黄色は分散局

表 1　標準時分散化における各局の構成

2019S-03-02(02-02).indd　p23　2019/12/18/ 水 18:36:34

23

3-2　日本標準時の分散化



開発が必要となる。また、時刻差データの生成に遅延
が生じる場合、発生システムの周波数制御の遅れが生
じそれが誤差となることから、遅延と精度のトレード
オフを考慮した発生システムにおける制御方法の検討
が必要となる。
（2）については、局内の原子時計や生成時系との時刻
差を定期に計測するシステムである。計測対象にその
局の基準時系を含めることで（1）の時刻比較とつなが
り、結果として全局内の原子時計の時刻差が計算によ
り求まることになる。各局の計測システムはその局に
設置される原子時計の構成により異なる。例えば小金
井本局では多数の水素メーザーが設置されていること
から、より精度と分解能が高いマルチチャンネル
DMTD システム（Dual Mixer Time Difference Sys-
tem）[7] を計測システムに採用し運用している。一方、
セシウム原子時計のみが設置されているおおたかどや
山局とはがね山局では、1 pps の信号をタイムイン
ターバルカウンターと高周波スイッチにより切り替え
ながら計測するシステムを設置し運用している。
（3）については、分散化専用のデータベースを構築、
また各局にバックアップサーバを構築することで信頼
性の向上を図っている。このデータベースに蓄積され
た時刻差データを元に、各局で時系が生成されている。
同時に、小金井本局と各局間のネットワークが断絶し
た場合でも、その局内で時系を生成かつ安定運用でき
るように設計し準備してある。

3.3	 各システムの構築
　2で述べたように、標準時システムでは様々なシス
テムから構成されており、標準時分散化では各局に必
要なシステムと規模を選択し構築されている。標準時
分散化では、主に次のシステムから構成されている。
〇原子時計群
すべての局に設置される。その本来の目的は各局、
原子時計ごとに異なる。種類としては、主に発生シス
テムの原振として使用される短期安定度の良い水素
メーザーと、長期安定度を生かした合成原子時に使用
する、また長波標準電波の標準周波数に使用されるセ
シウム原子時計がある。
〇標準時発生システム
実際に日本標準時を発生させるのに必要となるシス
テム。原振である原子時計とその周波数を高分解能で
調整する周波数調整器等から構成され、時系信号の生
成・制御を行う。日本標準時としての運用が必要な局
には設置される。
〇監視システム
原子時計のステータス、各種時刻差、システムの設
置された部屋の環境等を監視・記録し、異常があった

場合は通知するシステム。すべての局に設置されるが、
局の構成に応じて規模が異なる。
〇データベース
分散化システムは、各局がスタンドアロンでも統合
化されても機能することが求められるため、情報の共
有・相互比較・監視がスムーズに行える運用システム
を構築し、そこで必要となるデータベースを構築した。
〇供給システム
生成した日本標準時や日本標準時に準じた時刻を供
給するシステム。電話回線を利用したTEL-JJY[2] や
光 TEL-JJY、インターネット回線を利用したNTP[8]
等複数ある。

3.4	 時系生成アルゴリズムの開発
日本標準時は複数台のセシウム原子時計の合成原子
時を基に生成される [3]。合成原子時は原子時計間の
時刻差データを基に時系生成アルゴリズムにより計算
される。分散化システムにおける合成原子時アルゴリ
ズムは、基本原理は現状のアルゴリズムと同じである
が、現状のアルゴリズムが単一の計測システム内の
データのみを用いるのに対し、標準時分散化では遠隔
地の時計データも使用することとなる。その際、時刻
比較リンクの誤差や計測された時計データの同時性等
について考慮する必要が生じる。また、時刻比較リン
クの異常により時刻飛びなどが生じた際に、いかに検
知できるか、また除去・復旧するか等、分散化に適し
た手法の開発も必要となる。最終的には 2で示した
運用形態を実現する時系生成アルゴリズムの構築を目
指すが、これまでの成果については、4に記載する神
戸副局での実例を参照いただきたい。

	 神戸副局の開設

本章では、小金井本部にある現用の標準時システム
と対をなす神戸副局について紹介する。分散局の要と
なる神戸副局は、小金井本部が災害等により標準時の
発生が停止しても、標準時生成を途切れさせず、また
可能な限り連続して標準時を供給すべく、本部のシス
テムに準じる構成として設立を進め、2018 年 6 月よ
り副局としての正式運用を開始している。それぞれの
局の構成の違いについては、表 2を参照のこと。
副局の構築にあたり、最初に設置場所の選定を行っ
た。本局がある東京都小金井市が自然災害等にあった
としても影響を受けにくく、基本インフラを確保しや
すい場所であること等の条件を考慮し、兵庫県神戸市
にあるNICT未来 ICT研究所が選定された。
続いて、標準時システムの安定運用に必須となる原
子時計や各システムを運用する恒温恒湿室、停電対策

4
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としての発動機付き発電機、原子時計や発生システム、
時刻比較システム等を順次整備し、副局としての運用
に必要となる技術開発を進めた（図 2）。
神戸副局は、小金井本局の予備局としての位置づけ
であることから、原子時計の数が本局と比べて少ない
（表 1）。セシウム原子時計については、故障等も見込
んで合成原子時が安定して生成できるように 6台とし、
水素メーザーも発生系のシステム数に合わせた 2台構
成となっている。さらにこの構成を考慮し、計測シス
テムも本局で用いているDMTDシステムは採用せず、
一般的なタイムインターバルカウンター（Time Inter-
val Counter：TIC）を用いたシステムとなっている。
先行して整備した原子時計や発生システム等により、
副局における時系の生成を開始した。図 3、4 に時系
生成の複数のプロセスを示す。動作確認を確実に行う
ため、段階を踏んで時系生成試験を行った。初めに、
衛星仲介で計測した時刻差を基に、神戸副局にて日本
標準時を高精度にトレースできるかどうかの試験
（図 3 A）を行い、約 2 ns の精度を確認した。次に、
分散局での時計を組み込んだ合成原子時系が順調に生

成できるかを確認するため、小金井本局を除く分散局
全ての局での合成原子時系を計算し周波数安定度を比
較した（図 3 B）。結果を図 5に示す。分散局のみの時
系において、短期の周波数安定度は小金井本局よりや
や劣るものの、合成原子時系で重要となる長期（数日

小金井本局 神戸副局

位置づけ

・フルスペックの主局
・定時、定常運用

・�時系発生、時刻比較、供給の基本機能を備える
が、小金井本局より簡素。本局停止時は代替主
局＊1 に。

・定時、定常運用（本局と並行運転）
＊ 1小金井本局非常時は、以下について神戸時系への切替えを行う。

・機構法 14 条 3 項に基づき通報する「標準時」の基準を切替え
・BIPMに対するUTC(NICT) の切替え
・周波数標準局の運用に関する事項（無線局運用規則第 140 条）中の「通報される標準時」の切替え

標準時の
生成・時
刻比較

・�自局のみで、合成原子時&UTC同期時系の生
成が可能。
・�衛星リンクで他局の時計も組み込むことで、統
合した標準時を生成可能とする予定。

・�同左（ただし、セシウム原子時計が少ない分、
安定度は落ちる）。

システム
構成

・セシウム原子時計 18 台 +水素メーザー 4台
・計測システム：DMTD3 式 +TIC1 式
・時系発生システム：3重化
・時刻比較システム：GPS3 式 +TWSTFT1 式
・遠隔監視装置 

・セシウム原子時計 6台 +水素メーザー 2台
・計測システム：TIC2 式
・時系発生システム：2重化
・時刻比較システム：GPS1 式 +TWSTFT1 式
・遠隔監視装置 

供給サー
ビス

・TEL-JJY
・光 TEL-JJY
・専用線NTP
・公開NTP
・タイムビジネス（計測データ公開サーバ）
・標準電波の遠隔監視・制御
・周波数校正サービス

・光TEL-JJY＊ 2
・公開NTP＊ 2
・タイムビジネス（計測データ公開サーバ）＊3
・標準電波の遠隔監視＊3

＊ 2：小金井本局と並列で利用可能。
＊ 3：冗長系

発電機 ・�自家発電機（高圧 1台 +低圧 1台）、運転継続
84 時間以上。 ・自家発電機（低圧）、運転継続約 2日間。

表 2　小金井本局と神戸副局の構成

図 2　神戸副局の原子時系発生システム、計測システム、時刻比較システム
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程度）ではさほどの劣化はなく、分散局のみの時計で
も安定に時系生成ができることを確認した。現在は、
各局の合成原子時に基づいて原子時系を生成し、衛星
仲介で時刻差を定常的にモニターしている（図 4 C）。
最終的には、全ての原子時計の合成時系を共有する形
態（図 4 D）に移行する予定である。次のステップと
して、各種供給系の整備に着手した。供給系では
NTPサーバの設置や光TEL-JJY を設置し、これら供
給系についても試験を進め、小金井本局と同等にサー
ビスが可能であることを確認した。また、2局の標準
電波送信所の監視システムも設置し、小金井本局から
監視できない場合でも、神戸副局から標準電波の監視
が安定してできるよう整備を進めた。あわせて、小金
井本局が使用できなくなった場合の手順等も確認、文
書化し、各職員が神戸副局への切り替えができるよう、
訓練等も進めている、
神戸の未来 ICT 研究所にて施設の工事設計を開始
した 2011 年（平成 23 年）から約 7年の整備期間を経て、
2018 年 6 月 10 日の時の記念日に神戸副局の正式運用

を開始し、小金井本局での標準時生成ができない場合
でも、神戸より標準時を安定供給することが可能に
なった。

	 おわりに

これまで述べてきたように、標準時分散化は予備の
システムを作るという単純なものではなく、システム
を分散化させることで、信頼性と精度の両方を向上さ
せることを目的として研究開発を進めている。これま
でに神戸副局等の整備を進め、信頼性向上については
実現できた。しかしながら、残る精度の向上と高精度
同期時系の供給については道半ばであり、今後も研
究・開発を進めていく。また、次世代の標準時システ
ムとして、光格子時計による標準時生成 [9] の開発が
進んだ場合、それらを標準時分散化に適応することも
見据え、さらに日本標準時の精度と信頼性が向上する
ことを目指していく。

5

（A） 

（B） 

図 3　小金井本局及び分散局（神戸副局）における原子時系生成のプロセス（１）
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図 4　小金井本局及び分散局（神戸副局）における原子時系生成のプロセス（2）

図 5　各種合成原子時系の周波数安定度比較
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